予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
	事業名　森林総合監理士等資質向上対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部　森林整備課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3197 ）

　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   ７５４　千円（前年度予算額： １，６３８　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,638
	819
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	819

	要求額
	754
	377
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	377

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
昭和26年、森林法に基づき林業普及指導事業が発足し、平成16年3月の森林法改正により林業普及指導員を設置。
平成25年度には、林業普及指導職員資格の中に地域森林総合監理部門（森林経営、施業技術、林産等の個別分野を横断した総合分野）が新設された、これまでに19名の林政部職員が資格取得した。
地域の森林・林業再生の牽引者となる森林総合監理士（通称：フォレスター）の業務遂行に必要な専門的な知識や技術の獲得が喫緊の課題である。
（２）事業内容
平成25年度より新たに認定が始まった森林総合監理士の資質向上を図るため、国主催の研修会へ参加するとともに、国研修を補完する県独自の研修、森林総合監理士等が自ら取り組む資質向上活動（先進地調査等）を実施する。
○森林総合監理士等育成対策研修（技術者育成研修）／国主催
参加対象：森林総合監理士を目指す若手技術者

○森林総合監理士等資質向上研修（国研修の補完）／県主催
参加対象：各農林事務所の林業普及指導員有資格者等

　
（３）県負担・補助率の考え方

・都道府県における林業普及指導員の設置及びその職務を規定（森林法第１８７条）

・県１／２（国補助率１／２）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	698
	○国主催・森林総合監理士等育成対策研修（技術者育成研修）

中央研修（東京都・延べ2人）　　　 120千円

ブロック研修（下呂市・延べ2人） 　 73千円

○国主催・森林総合監理士等資質向上研修（実践研修）

ブロック研修（下呂市・延べ5人）　 181千円

○県主催・県資質向上研修会（県内・長野県延べ１0人）167千円
○森林総合監理士等資質向上活動（先進地調査等・延べ4人）157千円

	需用費
	12
	消耗品費（参考図書、消耗品（選木テープ等調査資材）等）

	使用料
	44
	現地調査用レンタカー借り上げ

	合計
	754
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
第二期岐阜県森林づくり基本計画(P77)
・人づくり及び仕組みづくりの推進－技術の向上及び普及

（２）国・他県の状況

国は林業普及指導事業の堅持を目指し、全国の都道府県は森林法に基づき設置された林業普及指導員による活動のさらなる高度化・効率化を推進している。
（３）後年度の財政負担
森林法に基づき継続実施する。（H28目標：40名確保　※H25　19名　H26　15名程度）
（４）事業主体及びその妥当性
事業主体：県（林業普及指導員の設置及びその職務を規定／森林法第１８７条）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	森林・林業に関する専門知識・技術等に一定の資質を有する森林総合監理士（通称：フォレスター）を養成し、市町村森林整備計画の策定支援等市町村における林野行政を技術面で支援するとともに施業プランナー等に対する指導を通じ、地域において持続可能な森林経営を行う体制を整えます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林総合監理士（通称、フォレスター）認定者数 (累計) ※H25認定開始
	0人
（H22）
	0人
（H24）
	19人
（H25）
	34 人
（H26見込み）

	40人

（H28）
	85％



（前年度の取組）

	・准フォレスター研修（中部ブロック研修、15名）

・准フォレスター研修（通信研修（製材工場調査）、15名）

・准フォレスター研修（集合研修、2名）

・民間林業事業体研修（2名）

・研修課題実行（先進林業国への視察調査、4名）

・長野・岐阜准フォレスター連携会議（13名）

・福井・岐阜准フォレスター連携会議（1名）

・スイス・フォレスター研修会（4名）


（前年度の成果）

	・研修参加により、森林総合監理士（通称：フォレスター）として必要とされる実践的な知識やコミュニケーション能力等の研鑽が図られた。

・民間林業事業体への派遣研修により、林業普及指導員の経営感覚が高められた。

・中欧先進諸国との交流促進により、最新の林業技術に関する知識の蓄積が図られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	森林総合監理士（通称、フォレスター）には、地域の森林・林業の再生を進めていくため、広域的長期的な視野を持って地域の森づくり、道づくりをベースに森林の整備・保全と森林資源の活用等に関する構想（マスタープラン）を描き、中立的な立場で地域の森林・林業関係者を的確に支援・指導できる人材であることが求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○


	　平成25年度から開始された森林総合監理士（通称、フォレスター）の資格試験に19名が合格した。
　平成26年度には准フォレスター研修修了者等38名が受験し、15名程度の合格を見込んでいる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○


	　関連する民間団体や他県、国などと連携し、経費の削減を図った。


（今後の課題）

	平成25年度から開始された資格試験合格者数の確保。

H25：19名　　H26：12月合格発表


（次年度の方向性）
	市町村森林整備計画や森林経営計画の作成指導・実行監理、さらには専門家を招聘した研修会等を通じて、目標とする森林総合監理士（通称、フォレスター）像を一層明確化し、論拠に基づく計画立案能力と現場が求める実践的な知識・技術の双方を兼ね備えた人材を計画的に育成することが必要。


